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ポスターセッションプログラム

丹頂の間

コアタイム① １３：１５～１４：３０

情報・機械・生活関連技術

番号 発 表 課 題 発 表 者 ページ

１ 多様な食品に対応したハンドリング技術の開発 井川 久 ２２

２ 道総研におけるソフトウェア無線の取組み 日下 聖 ２３

３ 道内産業における人為的ミス低減のための活動 神生 直敏 ２４

４ ドローンを活用した作物育種の効率化手法の開発 飯島 俊匡 ２５

５ 耳に着目した非接触な脈拍計測の検討 泉 巌 ２６

デザイン開発技術

番号 発 表 課 題 発 表 者 ページ

１ 視線計測を用いた好意評価推定 大久保京子 ２７

２ XRデバイスを用いた学習コンテンツの開発 安田 星季 ２８

コアタイム② １５：１５～１６：３０

材料関連技術

番号 発 表 課 題 発 表 者 ページ

１ 炭素繊維強化熱可塑性プラスチック積層材の特性評価 山岸 暢 ２９

２ 自動車から回収されるプラスチックのマテリアルリサイクル 細川 真明 ３０

３ 非焼成硬化技術による崩壊性材料の開発 執行 達弘 ３１

４ 新規の環境調和型溶媒によるプロセス技術の開発 吉田誠一郎 ３２

５ 金属製機械部品の強度試験 中嶋 快雄 ３３

６ SiC系材料とステンレス鋼の接合に関する研究 坂村 喬史 ３４
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パ ネ ル ・ 展 示 一 覧

丹頂の間

展示時間 １２：３０～１７：５０

分野名 パ ネ ル ・ 展 示 名

★ ロボットによる食品製造工程の自動化

★ 多様な食品に対応したハンドリング技術の開発

★ ハウス栽培管理作業向けフィールドロボット

★ リーダフォロワ方式のロボット操作

★ 災害復興作業の負担軽減に資する作業用具の提案

★ 衛生管理の高度化のためのAI食品検査システムの開発

★ ハイパースペクトルカメラを用いた作物病害虫被害判別に有効な分光反射特性の解析

★ UAV活用型作物育種に向けた効率的な撮影画像解析ツールの開発

★ 自動走行ロボット用プラットフォームに関する研究

★ 一般向けクラウドサービスを用いた工場IoTシステム構築技術

★ AIによるロードヒーティングの遠隔操作手法の研究

★ 新型車両誤発進対策安全車止めの開発

★ 持続可能な材料の開発に関する技術支援

★ 農産廃棄物由来CNF複合材料の開発

★ お米のワックスを使った筆記具「キットパス」の開発

★ 新規の環境調和型溶媒によるプロセス技術の開発

★ 無機粉末積層造形鋳型の鋳造方案設計指針策定のための基礎データ取得

★ 耐高温エロージョン・コロージョン金属材料の開発

★ プラチナ触媒を用いた青果物の鮮度保持技術の開発

★ XRデバイスによる学習コンテンツ

★ デザインマネジメントゲーム

★ 温泉水を活用した化粧水「ゆの香」の事業化支援

★ 液体急速冷凍機のデザイン開発

★ デザイン開発力向上講座

★ アイヌ木工芸品の３Dスキャン支援
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技術移転フォーラム20２２ -工業試験場成果発表会- 技術移転フォーラ

ム2013ー工業試験場成果発表会ー

●● 分 野 別 発 表 要 旨
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3.1~10.6%

2020 9

1) C. Jiang, K. Hara and A. Fukuoka, Angew. Chem. Int. Ed., 
2013, 52, 6265–6268.
2) 

3) 

( mori-takeshi@hro.or.jp)
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現在、様々な種類の生分解性樹脂が上市されており、

畑内でそのまま処理可能な農業資材への活用が進んで

いるが、土壌中で生分解性を有する樹脂は軟質の樹脂

がほとんどで、剛性や強度をあまり必要としないマル

チフィルムのような用途への使用に限られている。一

方で収穫後に茎葉と分離しての回収が不要でそのまま

畑へとすき込むことが可能になり、農作業の省力化に

も繋がることが予想されるため、つる性植物の誘因支

柱などの強度や剛性を必要とする農業資材の生分解性

樹脂化も期待されている。

そこで本研究では、生分解性を有する補強繊維であ

る農産廃棄物由来セルロースナノファイバー（CNF）
と生分解性樹脂を複合化することで、高強度・高剛性

かつ土壌で生分解性可能な CNF 複合材料の開発を目
指した。

CNF
農産廃棄物であるビート

パルプ（図１）をアルカリ及

び亜塩素酸（ワイズ法）処理

することでセルロース以外

の成分（ヘミセルロースな

ど）を除去し、無水酢酸を用

いてアセチル化し、変性度

が 0.87 となる疎水変性ビー
トパルプを作製した。

作製した疎水変性ビートパルプとポリブチレンサク

シネート（PBS）粉末を自転公転ミキサーを用いて混合
し、その後バッチ式混練機（プラストグラフ EC Plus、
ブラベンダー社）を用いて溶融混練を行い、複合化を

試みた。得られた褐色状の

塊 を 熱 プ レ ス 機 に て

150℃で圧縮成形し、シー
ト状の成形体を作製し、試

験に適したサイズに裁断

することで図２のような

疎水変性ビートパルプ由

来 CNF複合化 PBSからな
る短冊状の試験片を作製

することができた。

作製した疎水変性ビートパルプ由来CNF複合化 PBS 
の三点曲げ試験を行い、得られた応力-歪み曲線を図３
に示す。疎水変性ビートパルプ由来 CNF添加により曲
げ強度・弾性率は飛躍的に向上しており、30wt%で強度
は約 1.8 倍、弾性率は約 3.4 倍、50wt%で強度は約 1.6
倍、弾性率は約 4.6倍となることがわかった。競合材料
と考えられるポリ乳酸（PLA）の弾性率は 3.7GPaと剛
性の面では同等の材料になっていることが確認できた。

農産廃棄物由来 CNF と生分解性樹脂を複合化する
ことで PBSよりも高強度で、弾性率は PLAに匹敵す
る複合材料を開発することができた。PLAに比べて生
分解性に優れることが予想されるため、これまで堆肥

下のみでしか生分解性を発揮できなったために展開

が難しかった分野（例えば農業用支柱、農業機械部品

など）にも拡大できる可能性がある。

また、同様のコンセプトで海洋生分解性複合材料も

作製できるので、海洋下における生分解性に優れた生

分解性樹脂においても、漁業関連における剛性が不足

し採用されていなかった用途への展開も期待される。

本研究はノーステック財団「研究開発助成事業（ノ

ースタレント補助金）」の補助を受けて実施したもの

です。ここに記して感謝申し上げます。

(連絡先：seno-shuuichirou@hro.or.jp)
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国と地方の協働・共創による地域における「2050年
カーボンニュートラル・脱炭素社会の実現」の観点か

ら、石油由来資源に代わり、再生可能な天然・未利用

資源から化成品原料を製造する研究が求められている。

本研究では、自然界に豊富で天然物から回収可能な

グルタミン酸を用いた生分解性プラスチックの原料と

なる 2-ピロリドンの合成法を提案した。2-ピロリドン
は、アミド結合の開環重合により生分解性を示す繊維

となるポリアミド 4（4-ナイロン）の生成等に用いられ
ており、現在、石油由来による合成が行われているが、

バイオリファイナリー技術を取り入れることで、環境

調和性の高いプロセス構築が可能となる。そこで、天

然アミノ酸のグルタミン酸から合成できるピログルタ

ミン酸を原料とし、2-ピロリドンへの変換を試みた。
その際、安全・安価かつ枯渇しない資源である水を反

応場に用いた超臨界・亜臨界水反応を適用し、プロセ

ス化の可能性を検討した結果を紹介する。

（１）回分式超臨界・亜臨界水反応

設定圧力になる量の原料水溶液を耐圧式の反応容器

に密閉し、予備加熱した電気炉へ入れた。反応容器を

2 h静置し、変換反応を実施した。所定の時間経過後、
速やかに電気炉から取り出し冷水浴に浸して反応を終

了とした。

（２）流通式超臨界・亜臨界水反応

連続流通型の超臨界・亜臨界水マイクロ空間反応シ

ステムを用いた。本システムは、数百μm 以下の流路
で形成される微小な空間（マイクロ空間）を利用して

連続的に化学反応を行うシステムである。

図１にピログルタミン酸から 2-ピロリドンへの変換
反応経路、図２にピログルタミン酸の変換反応結果を

示す。

原料から目的生成物である 2-ピロリドンを得るため
には、図１の経路①(水素加圧下での水素添加反応）と、
経路②（ワンポットで進行する脱炭酸反応）が考えら

れる。回分式反応器を用いた反応の結果、2-ピロリド
ンは、超臨界水条件となる 400℃、25MPa で最も収率
が高くなった（図２）。その際、経路①で進行した際に

得られる中間生成物（ピログルタミノール）を得るこ

となく、2-ピロリドンが合成されたため、経路②によ
り 2-ピロリドンが合成されたものと推定できた。

また、回分式反応において 400℃を超える条件では、
いずれも転化率が 100％となった。そのため、2-ピロリ
ドンの選択率向上のために、副反応（過分解含む）に

よる生成物の抑制が可能となる条件の選定を行った。

その結果、本反応系は、臨界点付近でサルコシン生成

等の副反応ができることがわかった。さらに、回分式

反応において副反応が発生する要因と考えられる昇温

時の温度変動の影響を減らすため、超臨界・亜臨界水

マイクロ空間反応システムを用いた。その結果、目的

物のアルキル化等の副反応を抑制できることが示唆さ

れた。

今後、超臨界・亜臨界水マイクロ空間反応システム

を用いる条件の最適化を行うことが必要だが、本研究

成果より、水を反応場としたグルタミン酸から生分解

プラスチック原料である 2-ピロリドンへの変換反応プ
ロセスの開発が展開できると考えられる。

本研究の一部は JSPS科研費 20K22473の助成を受け
たものです。

(連絡先：kondou-hisaki@hro.or.jp)
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様々な形・サイズの穴開けなどを行うタレットパン

チプレスでは、加工中に発生する被加工材の反りが問

題となっている。その要因として、連続的に複数箇所

を加工するタレットパンチプレスの特性上、応力状態

が複雑で、加工条件と加工品質の関係を把握すること

が困難であること、金型の摩耗や凝着などの経時的変

化が生じることなどがあげられる。

そこで加工中の反りの状態を把握して加工条件を修

正するため、加工中の情報（加工荷重、振動等）を収

集する IoT金型を開発した。本発表では IoT金型とデ
ータ収集システム及び得られたデータの解析結果を紹

介する。

IoT
タレットパンチプレスの加工中に情報を収集するた

め、金型にセンサを取り付け、データを収集するシス

テムを構築した。センサとして、AE(Acoustic Emission）
センサ、レーザ変位計、荷重計の 3種類を選定した（図
1）。加工部として、サーボプレスと水平多関節ロボッ
トの連動によるタレットパンチと同等の加工システム

を構築し、次ステップの研究を見据えて取得データに

基づく加工中の加工条件変更を可能とした。AEセンサ
は物体の変形や破壊の際に発生する音波を測定し、レ

ーザ変位計は被加工材の表面高さを測定する。加工荷

重計はサーボプレスに付属のものを使用し、穴開け時

の加工荷重を測定する。センサからのデータは USB接
続のロガーを用いて PCに取り込む。

構築したデータ収集システムを用いて、穴開け加工

時のデータを得た。AEセンサのデータでは、加工動作
中に発生するノイズの影響が大きく、信号とノイズの

分離が課題であることがわかった（図 2）。レーザ変位
計のデータでは、加工後の材料に振動が発生し、実際

の材料表面高さを得るには振動の中心を算出するなど

の処理が必要なことがわかった（図 3）。加工荷重のデ
ータでは荷重の変化に対するノイズが小さく、データ

の使用に支障がないことがわかった。今後は AE セン
サとレーザ変位計について、有効なデータ処理方法の

検討を進めていく必要がある。

タレットパンチプレスの加工中に情報を収集するた

め、AE(Acoustic Emission）センサ、レーザ変位計、荷
重計の 3 種類のセンサによりデータを収集するシステ
ムを構築した。センサによっては得られるデータの処

理が必要なため、今後はデータ処理方法を検討し、そ

の後、加工状態とデータの比較等により加工状態推定

技術の確立を目指す。

(連絡先：tsuruya-tomohiro@hro.or.jp)
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当場では、企業と共同開発した三次元積層造形用高

耐熱無機粉末で積層造形した鋳型による鋳物の製作事

例を積み重ねている。無機鋳型は炭素分を含まず、特

に低炭素量の鋳鋼品製作に有利である。また、無機鋳

型は燃焼する素材を含まず、鋳造時に鋳型からのガス

の発生が抑えられるため、中子としての利用も有効で

ある。このように、開発した無機粉末による積層造形

鋳型は、鋳鋼品の製作への応用が期待されている。

しかし、鋳鋼品の溶解温度は極めて高く、鋳型の耐

熱性や高温環境下での強度が求められる。当場では、

無機粉末積層造形鋳型を鋳鋼品製造用として適用する

ため、種々の技術開発に取り組んだので報告する。

無機粉末造形鋳型は、その造形機構から通気度が極

めて低い。また、配合するセメント系粘結材は強度や

形状を保つために一定量の水分を含有する。鋳鋼品の

溶解温度は極めて高いため、鋳造時に鋳型からの水蒸

気の発生を抑えるとともに、型内のガスを鋳型外に排

出させるための通気性の確保が重要になる。

これを解決する方法として鋳型の厚さを薄くするの

が有効である。図 1は、鋳型肉厚を変えた時の空気透

過度とその値を肉厚で除した排気能力の関係を示す。

空気透過度は材料特性で鋳型厚さに依存しないが、鋳

型の通気性は鋳型厚さが薄いほど高く、砂型の排気能

力（約 0.24nm）に近づけるには鋳型厚さを 3mm程度
にするとよいことがわかった。

また、中子への利用を想定して、無機粉末積層造形

鋳型を溶湯で鋳包む試験を実施した。鋳造時の水蒸気

の発生を抑えるため、造形した鋳型に強熱乾燥処理を

施した中子試験片に鋳造し、溶湯の浮力に耐える強度

を確認した。（図 2）

当場で開発した、鋳型の薄肉化設計、強熱乾燥処理

等の技術を背景に、無機粉末積層造形鋳型を使って鋳

鋼品を鋳造した。

鋳物に接する面の鋳型厚さを 2.5mm、5mm、10mm
と変えて製作した鋳型に鋳鋼溶湯（SCH13相当）を
鋳造したところ、いずれも、大きなガス欠陥等が認め

られず、鋳型の耐熱性が十分であることを確認した。

特に、通気性に優れた薄肉鋳型で鋳造した場合、形

状、鋳肌ともに良好な鋳物が得られた。（図 3）

これまでに、無機粉末積層造形鋳型をアルミ合金か

ら鋳鋼に至る各種金属材料の鋳造に適用可能な水準に

到達した。特に、鋳鋼品の製作においても高温焼成せ

ずに、鋳造後の崩壊性に優位な鋳型として利用拡大を

期待している。今後とも無機粉末造形鋳型を用いた鋳

物製作実用事例を積み重ねながら、積層造形鋳型の優

位性を活かした鋳造技術の高度化を進めていきたい。

(連絡先：toba-atsuya@hro.or.jp)

図１ 無機粉末積層造形鋳型の肉厚と通気性

図 2 中子への利用を想定した鋳造試験試料の断面写真
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図 3 無機粉末積層造形鋳型で鋳造した鋳鋼品(SCH13相当) 

– 12 –



食品業界は深刻な労働力不足の問題に直面しており、

ロボット等の導入による自動化が喫緊の課題である。

産業用ロボットは、メーカー出荷時にハンドや動作プ

ログラムが組み込まれていないため、ロボット SIerが
システムを構築しているが、食品は不定形状であるこ

とが多く、ロボット導入による自動化の難易度を高め

ている。また、令和 3 年からの HACCP の義務化に伴
う製造工程のモニタリングなどの作業量の増加をカバ

ーするためには、目視検査で行われている異物混入対

策の省力化が求められている。

本研究では、食品製造業で特に多くの人手を要して

いるハンドリング作業の自動化を目指し、食品の個別

識別、多種多様な食品の把持を可能とするロボットハ

ンドリング技術、さらに食品衛生・品質の管理を効率

化するため、分光イメージング技術と AI技術を組み合
わせた AI食品検査システムを開発した。

食品製造の各工程について自動化の可能性を検討し、

焼成後のパンの検品及び整列作業を本研究における自

動化対象作業として決定した。

コンベア直上にカメラを設置し、撮像した画像から

画像処理によりパンを検出し、ロボットハンドの把持

箇所を決定するアルゴリズムを開発した（図 1）。

また、パンの良品と不良品それぞれの画像を学習さ

せることで、不良品の判別を可能とする AI技術を開発
した。6品種のパンに対して AIによる不良品判別を行
い、81～100％の精度で判別可能であることを確認した
（図 2）。

様々な大きさや形状のパンを把持するために、空気

圧駆動のソフトフィンガーを有し、パンの大きさに応

じて把持幅が可変となるスライダクランク機構を採用

したロボットハンドを開発した（図 3）。6 品種のパン
に対してそれぞれ約 50 回の把持試験を行ったところ、
把持の成功率は 99.4％であった。

密集した状態で流れてくるパン同士の間隔を広げる

ために、丸ベルト駆動の離間コンベアを開発した（図

4）。本コンベアは上流から下流に向かって丸ベルトの
ピッチが広くなっており、搬送されるパンの間隔を広

げる事が可能である。

不良品と判別されたパンを排除するための不良品排

除ロボット、良品と判別されたパンを高速に位置決め・

整列するためのワーク整列ロボットを開発し、実証試
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�を�った��、��の検品・��作業の自動化が可

能であることを確認した（図 5）。

AI

��の光���ル�の����を��可�にで�る

多��分光��������を開発した。本��を�

業用 CMOS ���に��し、1 �につ� 4 つの分光画

�を��可能な��とした（図 6）。��対象の���

ルの分光��に合わせて光���ル�の����を�

��ることにより、��な分光画�を���ることが

可能となった。

����の分光画�に対して PCA（��分分�）に

より���を��、�の���に対し 1-class SVM（�

����������）�� COS ���を�用して�

��ル��の異物を検出�るアルゴリズムを構�した。

異物として��と��リルゴム��の��を���に

���せた���ルに対し本アルゴリズムを�用して

異物検出を�ったとこ�、良�に検出で�た（図 7）。

������ル�と搬送用����により��した

食品を�み�み、搬送機構��で�り�し、食品の�

�を����ることで食品の��・��を����可

能な搬送機構を開発した（図 8）。本試作機により �

�ル����工な�により�りが��た����ルム

を��に���て��して搬送し、�、�の��検査

が��可能となった。

本��で�、食品��で��を��る��工程や検

査工程の自動化・効率化を目指して、�� による不良品

判別技術や多様な形状の対象物の把持が可能なロボッ

����を組み�����の検品・��作業の自動化

���ムと多��分光���������と機���

による異物検出アルゴリズムを組み合わせた食品検査

���ムの開発を�った。���、�����の��

を目指�と�に、多�の食品�の�開につ�て��査

を��、�用化を目指�。

 (���� igawa-hisashi@hro.or.jp
�honma-toshinori@hro.or.jp)
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農作物の生育管理において病害の発生は農作物の収

穫量や品質に大きく影響するため、発生状況を確認し

適切な対策を取ることが重要である。病害を判別でき

る熟練農業生産者は年々減少していることから、病害

判別の自動化技術が望まれている。本研究では、可搬

型のハイパースペクトルカメラで取得した分光データ

に対して機械学習を用いて解析することで作物病害を

自動で判別する技術を開発した。

圃場での農作物の分光データ収集には、中央農業試

験場のハイパースペクトルカメラ Specim IQ（SPECIM, 
SPECTRAL IMAGING LTD.製）（図 1）を用いた。取得
波長範囲は 400～1000nm、空間分解能 512 画素、波長
分解能 7nm である。1 回の撮像で取得できる分光デー
タサイズは 512×512×204（空間 x 軸、空間 y 軸、波長
軸）であり、ENVI（Environment for Visualizing Images）
形式で保存される。撮像方式はカメラ内部に駆動機構

を備えたラインスキャン方式であり、使い方は通常の

カメラと同じであるが、データ取得時間は撮像環境の

明るさにより 10～30秒程度を要するため、三脚が必要
である。

作物の病害を判別する機械学習の手法として、病変

部の範囲が広い場合は、訓練データの収集が容易であ

ることから、教師あり学習のランダムフォレストを用

いた。りんご樹木の枝幹に発生する腐らん病について、

健全部と病変部の訓練データにより判別モデルを構築

し、訓練用のデータとは別の評価用のデータに対して

適用したところ、良好に判別可能であった（図 2）。一

方、病変部が点状で小さい場合は訓練データの収集が

困難なことから、教師あり学習ではなく、主成分分析

（PCA）、1-class サポートベクターマシン（SVM）、局
所外れ値因子法（LOF）などの教師なし学習を用いた。
てん菜の褐班病に対して適用したところ、こちらも良

好に病変部を検出することができた（図 3）。

可搬型のハイパースペクトルカメラにより取得した

農作物の分光データに対して機械学習を適用し、作物

病害を判別する技術を開発した。りんご腐らん病やて

ん菜の褐班病に適用し、良好な結果が得られた。ハイ

パースペクトルカメラが小型化されたことでフィール

ドへの適用が可能となったが、現場に普及するには未

だ高価である。今後は本研究で得られた知見をもとに、

判別に重要な波長範囲を絞り込むことで構造を簡素化

した現場向けの装置開発へと展開していく予定である。

(連絡先：honma-toshinori@hro.or.jp)
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2

3 PCA+LOF
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一般の無線システムにおいて、変調方式や通信周波

数などの「通信方式」はシステム設計時に決定され、

製品搭載後の変更は難しい。そのため、使用する環境

や要求に応じて通信方式を変更する必要が生じた場合、

ハードウェアそのものを再開発する必要があり、非常

にコストと時間が掛かる。

これを解決する手段の一つとして、通信システムを

ソフトウェアで再構築可能な形で実装し、単一の無線

デバイスで様々な通信方式に対応させることが可能な

ソフトウェア無線（SDR）がある。道総研では、通信環
境の悪化やシステムの設計変更の要求にも柔軟に対応

できる無線通信システムの開発を目指し、ソフトウェ

ア無線の活用に関する取組みを行っている。

GNU Radio
ソフトウェア無線の活用に向けて、その有効性の確

認のためにオープンソースの GNU Radioを用いて開発
環境の構築を行った。GNU Radioは旧来の Ver.3.7系と
最新の Ver.3.8 系というアーキテクチャが異なる 2 種
が存在する。前者は技術情報が豊富である一方で、一

部機能にバグが残ったまま開発が終了しており、後者

はバグ修正や依存機能の最新化が行われて現在も開発

が継続中である。本研究では、開発の持続可能性を考

慮して Ver.3.8系を選択した。また、廃止された機能の
いくつかは、それまでの技術資産を活用するために必

要なものであるため、最新環境でそれらの資産を活用

可能にするための追加機能開発を行った。

前章の通り、GNU Radioの大規模な仕様変更のため、
旧来の技術情報と最新の開発環境には大きな差異があ

る。そこで本研究では、新旧の挙動を比較し、旧来情

報との差分や変更点を整理して、過去の技術情報を活

用するために不足していた機能の開発を行った。

本成果の適用対象の一つとして移動体搭載センサの

データ送受信を想定しているが、そこで必要なデジタ

ル通信のための基本モジュールも前章のバグによる廃

止機能に含まれる。そのため、最新環境ではデジタル

通信系全般において過去の資産を活用できなくなって

おり、それまでの技術情報を利用にするためには旧来

環境を用意してバグが含まれた状態で扱うのが唯一の

選択肢であった。この問題を解決して過去の技術資産

を最新環境で活用するために、新たな基本モジュール

の開発を行った。これを利用することで図１に示す

OFDM のような様々なデジタル通信系を最新環境でも
容易に扱うことができる。

開発した実験環境（図２）は寒冷地ものづくりラボ

にて性能試験を行い、ソフトウェア無線による安定し

たデジタル通信が実現可能なことを確認した。

道総研におけるソフトウェア無線の取組みとして、

GNU Radioの活用とその知見獲得に関する検討を行っ
た。本成果は、ドローンなど移動体のセンサ伝送系に

活用し、効率的で安定な通信系の実現を目指す。

(連絡先：kusaka-takashi@hro.or.jp)
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農作物の品種改良（育種）において、収量性は重要

な選抜評価項目の一つであり、その収量性と光合成能

力は密接に関係している。そして光合成能力が高いと

葉は活発に蒸散し、気化熱により葉面温度が下がる。

すなわち葉面温度が低い育種材料の方が光合成能力が

高く、収量性に優れると考えられる。これまで葉面温

度の計測は、人が放射温度計を用いて数百点の育種材

料を一つずつ定期的に計測しており、多くの時間と手

間を要していた。加えて、葉面温度は刻々と変化する

ため、計測に時間を要すると温度比較が困難になる。

そこでドローンとサーモグラフィを用いた葉面温度の

効率的な計測手法と、生育解析のための空撮画像解析

ツールを開発したので報告する。

豆類、秋まき小麦、ばれいしょ及び水稲の育種圃場

において、生育ステージの異なる時期に様々な飛行高

度及び熱画像の空撮方法を検証した結果、各作物に適

した撮影時期及び撮影高度、角度を得た（図 1、表 1）。
使用したドローンは DJI 社製 MATRICE 200 で、熱画像

の取得は DJI 社製 Zenmuse XT2 と Zenmuse H20T を使

用した。

葉面温度を生育解析に利用するため、①撮影向きに

依存せず一意に番号を取得可能な同心円状バイナリコ

ードを持つ対空マーカー（図 2 右上。大きさ 45cm×

45cm）を開発し、②空撮による測定値と試験区画番号

の対応付けを容易にするマーカー自動検出機能と、③

機体の個体差（レンズ歪み及びセンサー出力）に対応

した補正機能を持ち、④高解像度のオルソモザイク画

像（複数の熱画像の結合画像）への対応が可能な空撮

画像解析ツールを開発した（図 2）。

開発した新規法と従来法（放射温度計による地上測

定）について、調査時間の比較及び両測定法における

測定値の相関係数について調査した結果（表 2）、調査

時間は約 1/10 に短縮され、葉面温度と収量性の相関が

得られた（図 3）ことから、育種作業の効率化が可能で

あることを確認した。

本研究成果を活用することで従来の葉面温度測定作

業を迅速化し、秋まき小麦では選抜指標の 1 つとして

系統評価に適用することで、収穫作業の軽減など、育

種効率の向上が期待される。

(連絡先：iijima-toshimasa@hro.or.jp)

作　物
撮影
方法

撮影高度
撮影
時期
7月上旬
-8月下旬
5月中旬
-6月下旬

30-40ｍ(系統選抜) 6月下旬
50m　　(生産力検定) -7月下旬

7月中旬
-8月上旬

20-35m (生産力検定)

豆　類 鉛直 25-40m (生産力検定)

秋まき小麦 鉛直

馬鈴しょ 鉛直

水　稲
鉛直
･俯瞰

35m 　 (系統選抜)
70m 　 (生産力検定)
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XR（Extended Realityまたは Cross Reality）は、AR（拡
張現実）、VR（仮想現実）、MR（複合現実）など、デジ
タル技術で構築された仮想空間を現実空間と融合する

などして、実在しないものをあたかも実在するかのよ

うに人に知覚させることができる技術の総称である。

本技術により、3DCG モデルなどを実在するかのよう
にゴーグル型情報端末等（以下、XRデバイス）のディ
スプレイに表示できることから、製造業や建設業など

様々な業種において社員教育や業務効率化などに活用

が進んでいる。

本研究では、チェーンソーを用いた樹木の伐倒作業

（以下、伐倒作業、図 1 左）と透析装置の血液回路を
液で満たす作業（以下、プライミング作業、図 1 右）
の 2種類の作業を対象にXRデバイス（Microsoft社製、
HoloLens2）を用いた学習コンテンツを開発し、その有
効性と課題を検討した。

XR
学習コンテンツは XR デバイス向けコンテンツ開発

に頻用されるゲーム開発ソフト「Unity」で開発した。
XR デバイスを装着した人の視点から見た学習コンテ
ンツの画面例を図 2 に示す。コンテンツには、①作業
の対象である樹木、透析装置の 3DCG モデル②作業工
程表③作業の留意点を示す矢印や注釈等を配した。ま

た、特に重要な留意点については、事前に録画した作

業中の教師の視点からの動画に教師の注視点の動きを

重ねて示した動画を作成、配置するなど、生徒が該当

する作業途中に注視すべき箇所を理解しやすいような

独自のコンテンツとした（図 2右）。

開発した学習コンテンツの有効性を確認する実験を

行った（図 3）。被験者 7 名（伐倒作業：5 名、プライ
ミング作業：2名）にコンテンツを使用させ、使用後ア
ンケート調査した。その結果、7名中 6名が従来の学習
方法と比べて作業の留意点を「よく理解できた」「ある

程度理解できた」と回答した（図 4）。一方、「力覚フィ
ードバックが無い」等の課題があることがわかった。

XRは農業、水産業などでも業務効率化等に有効な技
術の一つだと考える。今後は、本研究で得た知見を踏

まえ、道内企業等に対し同技術の普及、活用促進を進

める。

 (連絡先：yasuda-seiki@hro.or.jp)
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炭素繊維強化熱可塑性プラスチック(CFRTP)は、比強
度が高く、加熱による賦形が可能である等の優れた特

性が注目されている。多品種少量の製品の生産を行う

場合、金型を用いた大掛かりな専用成形装置の導入は

コスト面から現実的でなく、簡易な成形方法の確立が

必要である。平織カーボンクロスシートを積層した

CFRTP積層材を加熱オーブンやエアコンプレッサー等
の比較的安価な設備を利用して低圧での曲げ加工を行

うとシートの層間に剥離欠陥が生じる。この解決のた

めシートをパッチ状に切断し、積層成形することによ

り曲げ加工時の内側と外側の繊維長差をパッチの継ぎ

目で調整する方法で層間の剥離を防止することが可能

である。しかし、パッチの積層方法により積層材の機

械的特性が大きく異なるため、パッチの積層のずらし

幅と機械的特性の関係について調査した。

図 1に、長さ 40mmのパッチシート（3K平織、マト
リックス樹脂：PMMA）のずらし幅を 5、10、15、20mm
に変えて積層した積層材の概略図を示した。積層は、

厚み方向にシートを 10プライ積層し、加熱温度 230℃、
加熱時間 10min、加圧圧力 5MPa の条件で厚み約 2mm
の積層板を成形し、25mm 幅の短冊状の試験片を切り
出し、引張試験を行った。

図 2 にパッチシートのずらし幅と引張強さの関係を
示した。パッチシートを 10mm ずらした場合が最も高

くなった。また、図 3 にずらし幅と引張弾性率の関係
を示した。引張強さと同様に 10mm ずらした場合が最
も高くなった。

図 1より、ずらし幅 5mmの場合、各層での繊維の切
断部分が近く、引張荷重により破壊や試験体の伸びに

よる弾性低下が起こり易いと考えられる。また、ずら

し幅 20mm の場合、繊維の切断部分が厚み方向で複数
重なることで、試験片断面での繊維の切断部分が多く

なり、引張荷重で破壊や伸びが起こり易くなるものと

考えられる。

今後は、これらの知見を基に下肢装具等の 2 次加工
修正が必要な部材への展開を図っていく予定である。

(連絡先：yamagishi-tohru@hro.or.jp)
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発表者らは、稚内層珪質頁岩を二水石膏とシリカゾ

ルに混合・成形することで、焼成せずにタイル形状に

硬化させる「非焼成硬化技術」を見出している（特許

第 5070529号）。近年では、この技術の新たな展開とし
て、硬化材である二水石膏とシリカゾルのみを用いた

独創的な牡蠣養殖用基質の開発にも取り組んでいる

（技術移転フォーラム 2021）。この中で、開発中の硬化
体は焼成タイルと同等の強度を発現し、静水中では長

期間崩壊しないが、流水中では速やかに減耗するとい

う特徴を明らかにした。水産資材への展開としては解

決すべき課題であり、研究を継続している。一方、崩

壊性材料、すなわち使用初期は強固であるが使用中、

特に流水中で徐々に崩壊する特徴を活かした用途の開

発についても並行して取り組んだ。

徐放性肥料とは圃場で徐々に成分を放出する肥料で

ある。長期間農作物の成長を助けるだけでなく、施肥

量の削減による省資源・環境負荷の軽減や、施用回数

の低下による省力化などが期待できることから、多く

の研究開発や製品化が行われている。

カルシウムは、窒素・リン酸・カリウムに次いで農

作物に必要な成分である。一般に、土壌の酸性を中和

する目的で炭酸カルシウムが散布、供給されるため、

特殊な肥料としての要望は少ない。しかし、北海道の

主要農産物であるジャガイモの栽培においては、土壌

pHがアルカリに傾くことで、そうか病が発生しやすく
なることから、pHが上昇しすぎない程度に徐々にカル
シウムを供給する肥料が切望されている。

本研究では、非焼成硬化技術の硬化材である二水石

膏とシリカゾルを用いて種々の硬化体を作製し、崩壊

性材料としての水中での崩壊挙動を調べるとともに、

徐放性カルシウム肥料としての展開を検討した。

崩壊性材料として、二水石膏の粉末に 0～400 mass%
のシリカゾルを混合した後、プレス成形によるタイル

形状や押出造粒によるペレット形状、吹き付けによる

厚膜形状の成形体を作製し、23～40℃で 24～72 h乾燥
して硬化体を作製した。得られた硬化体について、3点
曲げ強度、圧壊強度、摩耗強度を測定し、静水及び流

水中での試料重量や寸法、強度の変化を評価した。こ

れまでに得られた知見のとおり、いずれの形状でも硬

化し、水中では崩壊することが確認できた。これらの

特徴を活かした用途の開発を継続する。

徐放性カルシウム肥料として、二水石膏の粉末に 10 
mass%のシリカゾルを混合した後、押出造粒により直
径 3 mm、長さ約 10 mmのペレット形状に成形し、23℃
で 72 h 乾燥した。試作品（図 1）の圧壊強度は 155 N
であった。一般的な肥料が 40 N 程度であることから、
使用初期の強度は十分であることがわかった。

水中での崩壊挙動を調べるため、試作品を 23℃の恒
温室に設置された容器に入れ、全量が溶解する二倍量

の蒸留水に浸漬した後、減量の時間依存性を測定した

（図 2）。試作品は 7日後に 80%以上が減少したことか
ら、二水石膏粉末より徐放性を示すことがわかった。

X 線回折および微細構造観察により、硬化は二水石膏
粒子の溶解と析出による固体架橋に由来し、徐放はシ

リカゾルから生成したシリカ粒子が「骨格」として残

存した結果と推察した。

徐放性カルシウム肥料の実用化には、さらなる徐放

性の向上が求められることから（40日後に 80%以上が
減少するなど）、硬化と徐放の機構に基づく新たな材料

開発を継続する。

(連絡先：shigyo-tatsuhiro@hro.or.jp)
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炭化ケイ素（以下、SiC）は軽量かつ優れた耐熱性
等の特徴を有する材料であるが、セラミックスである

ため脆弱である欠点を有している。しかし、近年 SiC
繊維が開発され、SiCセラミックスに SiC長繊維を複
合化させることで、靭性を向上させた SiC/SiC複合材
料が開発されたため、次世代の高温構造材として期待

されている。

ここで SiC/SiC複合材料が構造材料として実用化さ
せるためには金属との接合が課題となる。金属とセラ

ミックスの接合においては、ホットプレスを用いた拡

散接合などが研究されているが、現状では小型試験片

にしか適用できない。ここで溶接等の汎用的な方法に

よる接合が可能となれば、この課題を解決することが

できるが、SiCの溶接に関して成功事例が無いため、
新たな技術開発が必要である。

そこで本研究では、SiC/SiC複合材料および SiC単
層材料に表面処理を加えることでステンレス鋼との接

合を可能とする技術開発を行った。

��SiC ��の������

SiCは融点を持たず、2500℃以上で分解すること
や、金属との反応性および濡れ性が悪いことから、一

般的に金属との直接溶接は困難である。そこで中間層

として SiC上に金属皮膜を形成し、中間層を介して溶
接する方法を考えた。皮膜形成法としてスパッタリン

グおよびめっき処理を検討した。

その結果、薄膜ではレーザ溶接時の熱衝撃などに皮

膜が耐えられなく、また TIG溶接の場合。電導性の不
足によりアークが発生しなかった。このことからある

程度の膜厚が必要となることが判明し、長時間の電解

Niめっきによる皮膜形成を考案した。SiCとめっき層
の密着力を確保するためダイアモンド工具を用いて、

図 1(a)に示す SiCへの凹凸（アンカー）付与したの
ち、図 1(b)に示す無電解ニッケルめっき、および長時
間の電解ニッケルめっきを被覆した。

��溶接�������

SUS304ステンレス鋼との溶接方法はレーザ溶接、
および TIG溶接を用いた。レーザ溶接条件は出力
1500 W、走査速度 1.0 mm/s、焦点スポット径 0.3 mm 
とした。TIG溶接は溶接電流 20～100 Aとした。溶加
材は Ni系合金を用い、各種開先形状（I、X、K、レ
形）にて行った。

図 2に I形開先におけ
る SiC単層とステンレス
鋼のレーザ溶接後の試験

片の外観写真を示す。め

っき層とステンレス鋼が

溶接されていることが確

認できる。このことから

溶接が可能となる、接合

用表面処理技術を開発で

きたと言える。

溶接材の評価として、

支点間距離 16 mm、各支
点 R 2 mmで 3点曲げ試験を行った。その結果、SiC
単層・I形開先・レーザ溶接片は最大応力 20 MPa、
SiC単層・K形開先・TIG溶接では 359 MPa、SiC複
合材・レ形開先・TIG溶接片では 95 MPaであった。
破面観察から SiCとニッケルめっき界面での剥離が観
察され、曲げ強度は SiCとめっきの接合強度および開
先形状による力の掛かり方などが影響を強く受けるこ

とが判明した。

������

SiCとステンレス鋼の間に中間層を形成する処理法
を検討した結果、SiCへのアンカー付与、無電解・電
解ニッケルめっきを被覆することで溶接が可能とな

る、接合用表面処理技術を開発した。

3点曲げ試験の結果、SiC単層・K形開先・TIG溶
接片で最大応力 359 MPaとなった。
本研究は、科学技術振興機構研究成果展開事業研究

成果最適展開支援プログラム ASTEPトライアウト
JPMJTM20A4の支援を受けて実施したものです。ここ
に記して感謝申し上げます。

(連絡先：sakamura-takasi@hro.or.jp)
図 1 (a)アンカー付与した SiC 材料

(b)ニッケルめっきした SiC 材料

図 2 表面処理を施した SiC
とステンレス鋼とのレーザ

溶接片
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